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調査結果の要約 

 

東京圏全体の概況 

地価変動率（前年同期比） 

住宅地（+2.5％）・商業地（+2.9％）いずれも 5

期連続上昇。 

 

地価指数（1994年第2四半期を100とした指数）

住宅地（+1.4 ポイント）・商業地（+1.2 ポイント）

いずれも前期から上昇した。 

 

東京圏内都県別の概況 

地価変動率 

住宅地・商業地ともに各都県いずれも上昇。 

 

地価指数 

住宅地・商業地いずれも、東京都・神奈川県

は相対的に高く、埼玉県・千葉県は低い。ま

た、商業地は住宅地に比べてバブル※崩壊後

の下落幅が大きかったため、6-7 年前に回復

(上昇)したとはいえ、圏内全域で水準は低い。

 

 東京都内エリア別の概況 

※住宅地・商業地・工業地合計

地価変動率 

各エリア上昇。 

地価指数 

南西部の水準が高い。都心部および都心３区

は、他のエリアに比べてバブル※崩壊後の下落

幅が大きかったため、水準は低い。 

 

※ 2000 年代後半の不動産ミニバブルではなく、

1990 年前後のいわゆる平成の土地バブル 
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当レポートにおける基本用語の定義 
 

地価変動率 前年同期比(2013 年第 1 四半期から 2014 年第 1 四半期までの１年間) 

地価指数  1994 年第 2 四半期を 100 とした指数 
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補足：三友地価インデックスの開発経緯とその特徴 

 

(１) 開発経緯 

三友地価インデックスは、2001年10月、株式会社三友システムアプレイザル（当時は株式

会社三友システム不動産金融研究所、2007 年 12 月に株式会社三友システムアプレイザル

と合併）とニッセイ基礎研究所が共同開発したもので（名称「ＮＳ不動産インデックス」）、不動

産鑑定を行う当社の価格調査の実績データ（標準価格3）を基に、統計的手法を用いて恣意

性を極力排除した地価インデックスである。 

途中、発刊を中断していたが、当インデックスの分析方法を当社がニッセイ基礎研究所か

ら引き継ぎ、2007 年第３四半期から名称を「三友地価インデックス」と改め、再刊した。 

 

(２) 特徴 

① 実際の土地取引などの際に用いた鑑定評価（価格調査）の実績データを利用している。

具体的には「標準価格」と定義されるもので、地価の個別性を排除した指標的な価格であ

り、地域間の地価水準を比較することが可能となる。 

 同様の地価指標に公的なものとして地価公示価格と都道府県地価調査価格があるが（下

表）、作業工程の制約上、過去の事例に基づいて評価額が求められ、価格時点から公表

まで約 3 ヶ月の隔たりがあり、しかも年 1 回のみの公表となっている。したがって、継続的

に四半期ごとに公表している三友地価インデックスは、これらの公的指標に比べ、実勢を

よりタイムリーに反映していると判断される。 

地価指標 価格時点 公表元 公表時期 

地価公示価格 １月１日 国土交通省 ３月 

都道府県地価調査価格 ７月１日 都道府県 ９月 

 なお、国土交通省では、2008 年より不動産価格指数を公表している。アンケート調査によ

って収集された取引価格情報を基礎データとして、全国・ブロック別・都市圏別に、「速報」

では住宅総合、更地･建物付土地、マンションの３分類で指数を算出し、「確報」では住宅

総合、更地、建物付土地、マンションの４分類で指数を算出している。 公表頻度は、

「速報」が毎月、「確報」が毎四半期であるが、基礎データとなる取引価格情報の取引月

は、「速報」が公表前約５カ月のもの、「確報」が公表前約１年のものである。「確報」は、鑑

定評価員による現地調査に基づく詳細な情報を加えて作成されたものである。 

 

                                                        
3 標準価格とは、近隣地域において最も普遍的な地価形成要因を具備し、地価水準の指標となる標準的

画地の価格をいう。対象地の個別性を反映する鑑定評価額とは異なる。 
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② 評価地ごとの特性（品質）の偏りを考慮するためにヘドニック法を採用している。 

 

③ 東京圏4（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）の住宅地・商業地・工業地の地価動向を指

標化している（東京圏の価格調査実績データの件数は毎期 600～900 件）。 

 

(３) 三友地価インデックスとヘドニック法 

ヘドニック法とは、各商品の品質がこれを構成する複数の特性（性能）に分解でき、その価

格は性能によって決定されると考え、これらの諸特性と各商品の価格との関係を、重回帰分

析という統計的手法で解析することにより、商品間の価格差のうち品質に起因する部分を計

量的に把握しようとする統計処理手法である。 

三友地価インデックスでは、不動産価格の諸特性（交通の便、規模、地域等など）のバラ

ツキを調整して同一品質にするためにヘドニック法を利用している。これにより、地域、用途

地域、路線、最寄り駅からの距離など９項目が同一の物件の２時点の地価（標準価格）の相

違は「地価の変動」とみなすことが可能となる。 

９項目以外にも地価に影響を与える特殊要因ものは多いと考えられるが、それは地価（標

準価格）のサンプルを多数採用し、平均化することでその影響を除去した。 

 

(４) 三友地価インデックスの使用データ 

 1994 年第 2 四半期～2014 年第 1 四半期までの鑑定書と調査表に基づく標準価格データ

（有効データサンプル数は 82,405 件）。 

 東京圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）の市区部における住宅・商業・工業の用途地

域を対象とし、用途地域外や都市計画区域外などは対象外とする。 

 インデックスを安定させるため、①最寄り駅が東京都心駅から鉄道で１時間以内、または３県

の中心駅（横浜・千葉・大宮）から４５分以内の地点に限定し、②最寄り駅より 1,200ｍの範囲

（徒歩圏）に立地する土地を対象としている。 

 

(５) 三友地価インデックスの作成方法 

 標準価格データを基に以下の地価関数を推計したうえで、平均的な土地について地価の動

きを推計し、これを指数化して品質調整済みのインデックスを作成する。 

 土地は個別性が強いため、最寄り駅までの距離やターミナル駅までの近接性、その土地の

用途指定や容積率といった土地の諸特性を考慮することが必要となる。ここでは、商品など

の特性を調整するために用いられるヘドニック手法（上述）を採用している。 

                                                        
4 地価公示の「東京圏(首都圏整備法による区域)」とは一致しない。 
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 この関数の特徴は、地域ごと、用途ごと等に特徴ある指数を作成できるよう、四半期ダミーと

の合成変数を多く設定したことで、推計結果は統計的に十分満足できる結果となった。 
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L : 地価（円／㎡） 

χ : 最寄り駅からの距離（ｍ）、前面道路幅員（ｍ）、容積率(％)、東京都心主要ターミナルからの最短乗車時間(分)、３県中

心駅からの最短乗車時間(分) 

DM : 用途地域ダミー、地域ダミー、路線ダミー、近接都心ターミナル駅ダミー、近接３県中心駅ダミー 

DQ : 四半期ダミー 

a : 係数 

 

以上 

 

 

担当：福迫・森信 

 

 

 

本資料は弊社のホームページ（SSRI REPORT）にも掲載しております 
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株式会社九段経済研究所（不動産鑑定評価） 

株式会社タス（インターネットによる不動産マーケット情報） 

海 外 提 携 先
米国 Joseph J. Blake and Associates, Inc. 
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